セクシュアルハラスメント防止規程作成上および運用上の留意点
職場におけるセクシュアルハラスメントの特色は、加害者が被害者の上司であるケースに見られるように、この両者の地位や社内における影響力が著しく異なることです。さらには、加害者のほとんどが男性であるけれども、その男性には「男同士」という連帯感があるため、加害者をかばう通弊があります。まして加害者が上司であれば、なおさらのことです。
そういう中にあって、被害者がセクシュアルハラスメントを告発するというのは、決して容易なことではありません。どんな仕返しをされるかという恐怖も常につきまとい、そのために泣き寝入りを余儀なくされているケースも多いと推測されます。
しかし、これを放置すれば、民法第７０９条（不法行為）、第７１５条（使用者責任）、第４１５条（債務不履行）を根拠として、雇用主である企業に損害賠償責任が発生することになります。セクシュアルハラスメントについての使用者の具体的な義務内容については、「規定整備義務」「監督教育義務」「適切な事後調査義務」「被害拡大回避義務」「再発防止義務」「プライバシー保護義務」などが判例にて認められます。
また改正男女雇用機会均等法第２１条は、職場におけるセクシュアルハラスメント防止のために雇用管理上必要な配慮を払うことを事業主に義務づけています。
一般にセクシュアルハラスメントは、次の二つに大別されます。
①職場における性的な言動により労働者の就業環境が害されること（「環境型」）
②職場における性的な言動に対する労働者の対応によって労働者が労働条件上不利益を受けること（「対価型」）
①は、職場における性的な言動によって、労働者に不快感を与えたり、名誉を傷つけたり、プライバシーを侵害することですが、最高裁の判例では、労働者の名誉やプライバシーを直接侵害する行為のほかにも、「職場における自由な人間関係を形成する」権利を侵害することは許されないとし、労働者の人間関係形成に関する利益をもまた、法的保護の対象となるという、より広義の判断が示されています。
②は、セクシュアルハラスメントを受けた労働者が抗議を申し出た場合、それに仕返しをしてはならないということです。


どちらの形態にせよセクシュアルハラスメントは、単に損害賠償金の支払いという経済的損失のみならず、企業のイメージ・ダウンなどの社会的損失を被ることになります。
これを避けるには、少なくとも事業主が配慮すべき具体的事項である「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針」に定められている次の三つの事項を忠実に実行することが肝要です。
①事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
②相談・苦情への対応
③事後の迅速かつ適切な対応
まずセクシュアルハラスメント防止に取り組む方針を明確にし、役員および社員に周知・啓発することを求めてことを踏まえ、「セクシュアルハラスメント防止規程」を作成し、その中に②および③の事項を明記すべきことが必要です。
特に重要なことは、被害者の相談・苦情に真摯な態度で耳を傾け、迅速かつ適切に対応することです。
「郵政公社セクハラ事件」の判例（大阪地裁判平１６・９・３）http://www.jinji-support.com/enter/laychro16seku.htmlにおいては、被害者の相談・苦情を受けた課長が直ちに行動を取らなかったことを断罪しています。また、事実関係を調査した際、まず初めに、相談・苦情の対象者である上司から聴取したことは、被害者の弱い立場にまったく配慮しなかったことだと指弾しています。地位の高い者は、その間に、部下に対する影響力を利用して、いわゆる「口合せ」などの工作を行い、かつ被害者に不利になるような証言を捏造できるからです。
「セクシュアルハラスメント防止規程」を実効あらしめるためには、そのような細かい点にも配慮し、その旨の条項を明記することが肝要です。
以上
